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令和７年度廿日市市女子野球タウンフェスティバル企画運営等業務

に係る公募型プロポーザル実施要領

１ 趣旨

本市女子野球タウン構想を推進するため、メディア等を活用した女子野球によるまちづく

りについて広くＰＲしていく。また、女子野球タウンフェスティバルを実施し、中山間地域の

賑わいづくりとシビックプライド醸成に繋げる。

経費のみならず優れた内容の提供を実現する必要があるため、公募型プロポーザル方式に

より委託業者を選定する。

２ 業務の概要

(1) 業務名

令和７年度廿日市市女子野球タウンフェスティバル企画運営等業務

(2) 業務内容

別紙「令和７年度廿日市市女子野球タウンフェスティバル企画運営等業務に係る仕様書」

（以下「仕様書」という。）のとおり。

(3) 委託期間

契約締結日から令和８年１月３１日まで

(4) 提案上限額

３０，０００，０００円（消費税額及び地方消費税額を含む。）

３ 参加資格

次に挙げる条件をすべて満たしている事業者であること。

(1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者で

あること。

(2) 本契約の契約候補者決定の日前６か月以内に、手形又は小切手の不渡りがないこと及び

手形交換所による取引停止処分を受けた者にあっては、当該処分の日から２年を経過して

いること。

(3) 応募書類の提出時点において、本市の指名競争入札の指名停止等の措置を受けている者

でないこと。

(4) 会社更正法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定に基づく更生手続開始の申立

て又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定に基づく再生手続開始の

申立てがなされている者（会社更生法にあっては更生手続き開始の決定、民事再生法にあ

っては再生手続き開始の決定を受けている者を除く。）でないこと。

(5) 破産法（平成１６年法律第７５号）に基づく破産手続開始の申立てをしている者でない

こと。

(6) 廿日市市暴力団排除条例（平成２４年条例第２号）第２条第１号に規定する暴力団及び

同条第２号に規定する暴力団員でないこと。

(7) 法人であること。

(8) 国税及び地方税に滞納がないこと。

(9) 個人情報の保護について、廿日市市の施策に準じた措置を講じることができること。

４ スケジュール（予定）

実施内容 実施期日・期間

(1) プロポーザル参加者の公募開始 令和７年３月１２日（水）

(2) 質問書受付期間 令和７年３月１２日（水）～３月１８日（火）

(3) 参加申込書及び企画提案書の

提出期間
令和７年３月１２日（水）～４月３日（木）
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５ 問合せ先

廿日市市地域振興部スポーツ推進課
〒738-8501 廿日市市下平良一丁目11番１号 廿日市市役所２階
ＴＥＬ：(0829)30-9206（ダイヤルイン）
E-mail：sports@city.hatsukaichi.lg.jp
担当者 沼座、藤嶌

６ 質問書の提出等

(1) 質問の受付方法

質問書（様式８）により、電子メールでの提出とする。電話、ＦＡＸ及び直接来庁によ

る質問には応じない。

(2) 受付期間

令和７年３月１２日（水）～３月１８日（火）１２時

(3) 受付先

「５ 問合せ先」のとおり。

(4) 回答方法

質問に対する回答は、令和７年３月２８日（金）１７時までに参加申込みを受け付けた

全ての者に対し電子メールで回答する。なお、質問者に対する回答は、回答の内容に応じ

て本プロポーザルに係る資料の追加又は資料の修正とみなす。

７ 参加申込書及び企画提案書の提出等

(1) 提出書類及び提出部数

ア 参加意向申出書（様式１）１部

イ 会社概要（様式２）1部

ウ 会社概要に関する資料 各１部

(ｱ) 登記事項証明書又は登記簿謄本（発行後３か月以内のもの）

(ｲ) 応募事業者の事業内容がわかる最新のもの（パンフレット等も可）

エ 業務に関する実績（様式２－１）１部

オ 企画提案書８部（正本１部、副本７部（１部は社名あり、７部は社名なし）及び CD-ROM

１枚(PDF 形式で電子データ化したもの)

(ｱ) 企画提案書は、次の項目「(2) 企画提案書の作成にあたっての留意事項」に沿って

作成すること。

カ 見積書１部

(ｱ) 様式は任意とする。

(ｲ) 見積金額は、消費税及び地方消費税額を含めず計算し、総額を記載すること。

キ 情報非公開希望申立書（様式３）１部

(ｱ) 提出書類は廿日市市情報公開条例に基づく開示請求があった場合は、対象文書とし

て原則公開する。しかしながら、公にすることにより、法人等の権利、競争上の地位そ

の他正当な利益を害するおそれがあると認めるに足りる合理的な理由がある情報は、

同条例第７条第３号の規定により非公開とできる場合がある。企画提案書において、

当該規定適用により非公開とすることを希望する部分について、情報非公開希望申立

書により、該当部分と、公開により正当な利益を害すると認められるに足りる具体的

な理由を明示すること。

(ｲ) 非公開を希望する部分が無い場合でも、その旨を記載し、申立書を必ず提出するこ

と。

(4) 審査会（プレゼンテーション） 令和７年４月１０日（木）

(5) 審査結果の通知 令和７年４月１５日（火）を予定
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ク 提案書提出届（様式６）１部

(2) 企画提案書作成にあたっての留意事項

ア 企画提案書の表紙に「令和７年度廿日市市女子野球タウンフェスティバル企画運営等

業務企画提案書」と記載すること。形式はＡ４用紙、横書き、両面印刷、左綴じとし、文

字の大きさは１２ポイント以上とする。

イ 企画提案書は、表紙、目次等を除いた実質的なページ数を３０ページ以内（表紙はペ

ージ数に含めない）とし、印刷の色は、カラー、白黒を問わない。

ウ 資料やイメージ図など、見やすくするためにＡ３用紙をＡ４サイズに折り込むことも

可とするが、ページ数は２ページと数える。

エ 「見出し」及び「ページ番号」を付けること。

オ 別紙「廿日市市女子野球タウンフェスティバル企画運営等業務評価基準表」の提案評

価における評価項目の順に、各項目の詳細を分かりやすく記載すること。

カ 見積に含まれない機能などを提案する場合は、その旨を明記すること。

(3) 提出期間

令和７年３月１２日（水）～４月３日（木）１７時（必着）

(4) 提出方法

上記期間の開庁日９時から１７時までの間に持参又は郵送（書留郵便に限る。）により、

担当部署へ提出すること。

(5) 提出先

「５ 問合せ先」のとおり。

８ 審査方法

(1) 審査方法

委託事業者の選定は、令和７年度廿日市市女子野球タウンフェスティバル企画運営等業

務実施事業者選定委員会（以下「委員会」という。）において、企画提案書及びプレゼンテ

ーションの内容を総合的に審査し、最優秀提案者を選定する。

(2) 審査方式

審査は、企画提案書及びプレゼンテーションに基づくヒアリング審査にて行う。

ア 実施日・場所

令和７年４月１０日（木）

廿日市市下平良一丁目 11番１号

廿日市市役所２階会議室

※ 時間等については、別途通知する。

イ 実施時間

提案者につき２５分程度（プレゼンテーション１５分、質疑応答１０分程度）とする。

ウ プレゼンテーションの方法

提出された企画提案書に基づきプレゼンテーションを行う。ただし、提案者が３者を

超える場合、提案書等による書面審査を行い、プレゼンテーションの対象とする応募者

をあらかじめ選定することができるものとする。

(ｱ) プレゼンテーションの順番は提案書等の提出順とする。

(ｲ) プレゼンテーションは、企画提案書に記載された内容を元に項目順に説明すること。

(ｳ) 追加の資料配布は認めない。また、プロジェクター・スクリーン等の使用も認めな

いものとする。

(ｴ) 遅刻または欠席した場合は、参加を辞退したものとみなす。

(ｵ) プレゼンテーションへの出席人数は３名以内とする。

(3) 選定方法等

ア 企画提案書等提出書類及びヒアリング審査の内容を総合的に評価し、各委員の採点に

より、最優秀提案者を選定する。

イ 各委員の採点方法は、別紙「令和７年度廿日市市女子野球タウンフェスティバル企画

運営等業務評価基準表」に基づき、提出書類に記載された内容を審査項目ごとに採点す
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る。

ウ 企画提案書を提出した者が１者のみの場合でも、企画提案書の審査を実施する。

エ 提出された企画提案書を審査した結果、委員全員の合計評価数が満点の６０％に満た

ない場合は、契約候補者として選定しない。（参加事業者が１者である場合も含む。）

(4) 審査結果の通知

審査結果については、その結果にかかわらず、令和７年４月１５日（火）１２時、電子メ

ールで通知するほか、市ホームページで公表する。

９ 契約

最優秀提案者（受託候補者として特定した者）と仕様書について協議を行い、協議が整っ

た段階で当該仕様書に基づき見積書を徴取した上、随意契約の手法により契約を締結する。

受託候補者として特定した者と協議が整わない場合には、受託候補者の決定を取り消し、次

順位の提案者を受託候補者とした上で、仕様書について協議を行う。

10 その他留意事項

(1) 本プロポーザルに参加する費用は、全て参加事業者の負担とする。

(2) 企画提案書提出期限終了後の提案等の修正又は変更は一切認めない。

(3) 提出された書類は返却しない。

(4) 同一事業者からの複数の企画提案書の提出は認めない。

(5) 企画提案書等は、事業者選定に伴う作業等に必要な範囲において、複製することがある。

(6) 採用された提案書の著作権は市に帰属する。

(7) 委託業務の全部又は一部の処理を第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。ただ

し、あらかじめ本市の書面による承諾を得た場合は、この限りではない。

(8) 企画提案書に含まれる著作権、特許権など日本国の法令に基づいて保護される第三者の

権利の対象となっているものを使用した結果、生じた責任は提案者が負う。


